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１．国内経済指標

1※2022年9月8日時点のデータをもとに作成
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【ご注意】
本資料は情報の提供を目的としており、投資勧誘を目的としたものではあり
ません。投資判断の決定につきましては、お客様ご自身の判断でなされます
ようにお願いいたします。
また、文中の情報は信頼できると思われる各種データに基づいて作成してお
りますが、商工中金はその完全性・正確性を保証するものではありません。
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国内経済
個人消費は緩やかに持ち直している

個人消費

2

0

10

20

30

40

50

60

70

80

80

85

90

95

100

105

110

115

120

16/01 18/01 20/01 22/01

乗用車販売台数（右目盛）
商業販売額指数（小売業）

（2015年=100）

（注）商業販売額指数は名目、季節調整値。
（資料）経済産業省「商業動態統計」、日本自動車
販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会

（年／月）

（万台）

商業販売額指数、乗用車販売台数

（2015年=100） （万台）
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消費活動指数

（注）実質、季節調整値。
消費活動指数は、旅行収支調整済。
（資料）内閣府「消費総合指数」、日本銀行「消費
活動指数」

（年／月）

消費総合指数、消費活動指数
(2015年=100)



雇用賃金国内経済
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雇用環境は持ち直している
物価上昇の影響をうけ、実質賃金は前年比減少が続いている
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（％）

（注）季節調整値。
（資料）総務省「労働力調査」、厚生労働省「一般
職業紹介状況」
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（注）事業所規模5人以上。
（資料）厚生労働省「毎月勤労統計」

（年／月）

現金給与総額（実質賃金指数、2020年=100）

（前年比、％）

（年／月）

完全失業率と有効求人倍率
（倍）

22/7
1.29倍

22/7
2.6％



住宅投資国内経済
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住宅投資は底堅い動きとなっている

400

600

800

1,000

1,200

200

300

400

500

600

17/01 18/01 19/01 20/01 21/01 22/01

うち、持家
うち、貸家
うち、分譲住宅
新設住宅計（右目盛）
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在庫戸数（首都圏・近畿圏計）

発売戸数（首都圏・近畿圏計）

（千戸）

（注）首都圏・近畿圏の合計戸数。
（資料）不動産経済研究所「首都圏、近畿圏の

マンション市場動向」

（年／月）

マンション発売戸数と在庫戸数
（千戸）

（注）季節調整値の年率換算。
（資料）国土交通省「建築着工統計」

（年／月）

新設住宅着工戸数
（千戸）



設備投資国内経済
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設備投資は持ち直しの動きがみられる
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（注）季節調整値。

（資料）経済産業省「鉱工業指数統計」
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着工床面積（民間非居住用）（右目盛）

（兆円）

（注）細線は機械受注、点線は着工床面積の12カ月後方移動平均。

（資料）内閣府「機械受注統計」、国土交通省「建築着工統計」

（年／月）

機械受注額と建築物着工床面積
（百万㎡）

（年／月）

資本財出荷指数（輸送機械工業を除く）



生産在庫国内経済
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自動車工業の回復などをうけ、生産は持ち直しの動きがみられる
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（注）季節調整値。
（資料）経済産業省「鉱工業指数」
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（注）四半期データ。
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輸出入国内経済

7

輸出は概ね横ばい
輸入価格の上昇をうけ貿易赤字が継続
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（資料）財務省「貿易統計」
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（2015年=100）

（注）実質、季節調整値。NIEs・ASEAN等向け
は、インド・バングラデシュなどを含む。
（資料）日本銀行「実質輸出入の動向」

（年／月）

実質輸出

（年／月）

輸出入額（名目）



物価国内経済
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企業物価は大幅上昇が続いている 消費者物価（コア指数）は
食料品などを中心に上昇し、前年比2%超の上昇が継続
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（前年比、％）

（注）素原材料、最終財は輸入品を含む。
（資料）日本銀行「企業物価指数」
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（資料）総務省「消費者物価指数」

（年／月）

消費者物価指数(2020年基準)

22/7（コア指数）
2.4％

（年／月）

企業物価指数(2020年基準)



産業調査部

２．海外経済・金融関連データ
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【ご注意】
本資料は情報の提供を目的としており、投資勧誘を目的としたものではあり
ません。投資判断の決定につきましては、お客様ご自身の判断でなされます
ようにお願いいたします。
また、文中の情報は信頼できると思われる各種データに基づいて作成してお
りますが、商工中金はその完全性・正確性を保証するものではありません。
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雇用環境は堅調推移
個人消費はこのところ足踏みしている

米国① 雇用・消費海外経済
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（資料）米国商務省、Bloomberg （年/月）
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（資料）米国労働省、Bloomberg

（百万人）

（年/月）

雇用者数(前月差)合計

22/07 +526千人

22/08 +315千人



資本財受注はやや鈍化
景況感を示すISM指数は低下傾向

米国② 設備投資・景況感海外経済

11

400

500

600

700

800

17/01 18/01 19/01 20/01 21/01 22/01

百

非国防資本財（除く航空機）受注

（資料）米国商務省、Bloomberg

（億ドル）

（年/月）

41

45

49

53

57

61

65

80

85

90

95

100

105

110

17/01 18/01 19/01 20/01 21/01 22/01

生産指数・ISM指数
（2017年=100）

（資料）FRB、ISM、Bloomberg

（ポイント）

ISM指数（右目盛）
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感染再拡大の影響などをうけ、個人消費は足踏み

中国① 消費・物価海外経済

12

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

25

30

35

17/01 18/01 19/01 20/01 21/01 22/01

消費財小売総額（名目、前年比）

（年/月）

（％）

（注）1、2月は単月計数未公表につき
1-2月累計前年比を記載。

（資料）Bloomberg、中国国家統計局
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（資料）Bloomberg、中国国家統計局
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生産は足踏み
感染再拡大などの影響をうけ景況感は弱含み

中国② 生産・景況感海外経済
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（注）鉱工業生産の毎年1月、2月とも単月数値は
未公表のため、1-2月累計値の前年比を記載。
（資料）Bloomberg、中国国家統計局
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為替・株価金融環境
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米国の更なる金融引き締めによる日米金利差拡大観測から、
ドル円は円安が進行
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短期金利・長期金利金融環境
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長期金利（10年国債利回り）は再び日本銀行が変動許容幅の
上限としている0.25%近傍まで上昇
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（資料）Bloomberg
（日次：～9/8）
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TIBOR[3ヶ月]

無担保コール翌日物
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（資料）Bloomberg （日次：～9/8）
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欧米政策金利・原油価格金融環境
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7月のFOMCでFRBが0.75%の利上げを実施
原油価格は世界景気の後退懸念などからこのところ下落傾向

0

20

40

60

80

100

120

140

20/01 20/07 21/01 21/07 22/01 22/07

原油価格の推移

（資料）Bloomberg
（日次：～9/8）
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[米]FFレート誘導目標上限

（月次：～22年8月）

（％）

（資料）Bloomberg


